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野口正一：「２１世紀における我が国の情報通信産業発展のための戦略」
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２１世紀における我が国の

情報通信産業発展のための戦略

F綴

野口正一（のぐちしよういち）
Ｆ一ー一一一一ーーー一一ー一一ーーーー一一ーー一一一一ーーーー一旬

'1930年3ﾉ．j生まれ

'1954年３月東北大学工学部電気工学科卒業
11960年３月東北大学大学院博士課礎修了

'1962年１２月東北大学電気通信研究所助教授
'1971年ｌ〃東北大学電気通信研究所教授

'1984年４月東北大学大型計算機センター・センター腿

'1990年４月東北大学応川情報学研究センター･センター腿’
11993年４｝．ｊ１１本大学工学部情報工学科教授

'1997年４月会津大学長
I工学博士。情報処理学会会長等歴任。'|､ＩＩｉ報処理学会創立25ﾊIil年I弛念’

|論文賞､噛子情報迦信学会功績賞､郵政大腿賞､科学技術庁腿棚｜
'他、多数受礎。

|主な箸ｉｌＩ::｢情報ネットワークの理I論｣､｢知織工学堆礎論｣弊､他に’
１多数の研究論文がある。
Ｌ一一一－－－－－－－－－－－－－－－－一一一一一一一一一一一一－１

司会(青木利晴'情報専門部会長）皆さんこんに

ちは。情報専門部会の青木でございます。

今日は､情報技術研究開発体制ＷＧの主査の､会

津大学長の野にI先生から、このような表題でお話

をいただくわけでございますが､ご承知のように、

野口先生は､東北大学教授を経まして、日本大学教

授､現在は会津大学の学長を務めておられます｡先

生は情報処理学会の会長をはじめ、情報処理分野

におきます日本のリーダーとしていままでご指導

されてこられましたけれども、特にこの分野がア

メリカにかなり遅れているということで、かねて

より、日本の情報産業はどうあるべきかというこ

とを、この工学アカデミーのＷＧのテーマとして

取り上げる以前から、いろいろなお言葉を産業界

並びに学界の人たちに対していただいておりまし

て､今回、このテーマで検討しようということにな

りましたときに快くお引き受けいただきまして、

きょうはその中間報告ということでございます。

予定によれば、きようご出席の皆様方からご意

見を頂戴いたしまして、改めてまたＷＧのほうで

検討しましてから、最終報告という形にしたいと

おっしゃっておられますので、ぜひ皆様方のご意

見をたくさん賜われれば先生もお喜びになると思

います。どうぞよろしくお願いいたします。

それでは野口先生よろしくお願いいたします◎

野口野口でございます。きようお話しさせて

いただくテーマを選んだ理由は、青木さんからお

話があったとおりです。

２１世紀において、’1本が、厳も重要な分野であ

る情報通信の研究開発において世界のリーディング

ポジションが取れるだろうか。現状としては極め

てきつい状況にあります。そのための戦略をいろ

いろ考えてみよう、というのが本Ｆ１の主旨です。

もちろん限られたメンバー、限られたグループで

の意見ですので、独断に満ちた内容になるかもし

れません。

今日お話ししますのは、我々のワーキンググ

ループでまとめた内容をさらに私の意見として統

一したものです。どういう技術開発、研究開発を

考えていったらいいかというのがテーマです。資

料にたくさんの統計データが入っております。そ

れはＮＴＴの宮部さんと水野さんに纏めてもらい

ました。データについてお聞きになる場合は、こ

のお２人に聞いていただくのがよろしいと思いま

す。

前置きは以上にいたしまして、内容に入ってい

EAJInfbrmationNo､９０／２０００年１月］
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1．情報通信産業の現状(1/3）日米比較 図表１

一
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○２１世紀の最も重要な産業は情報通信産業

・1997年情報化投資額19.4兆円(伸び率11.6％)日本

35.8兆円(伸び率21.4％)米国

年率2％程度
Data:情報化白書

（参考:民間消費支出/企業間総販売金額予測）
‐1998実績一-2003予測一
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きたいと思います。

きょうお話しする項目数は１０テーマです。１．

は情報通信産業の現状です。これは多くの方が既

にご存じですから、繰り返しになるお話かもしれ

ませんが、とりあえずこのサーベイをします。そ

の状況の中で、今後の情報通信分野の技術トレン

ドを考えてみたいと思います。特に今回はアメリ

カと、カナダの例について後でお話し申し上げま

す。

２

〆奄

見ますとこのようになります。民間消費支出の伸

びが年率２％というのと比べてみても、これは大

変な数値であることがお分かりになると思います。

アメリカにおけるＢｔｏＢの市場は現在200ビ

リオンダラーですが、それが2003年においては

1,400ビリオンダラー。大体１４０兆円というのが

推定です。これはＭＩＴＩとAndersenコンサルティ

ングのデータです。かなりのギャップが日米の間

にあります。このギャップの原因は、このデータ

そのものからは読み取れないのですが、一つの見

方として、マーケットの環境が完全にアングロア

メリカンのベースにあるということです｡つまり、

ソフトウエアに関して言えば、ソフトウエアパッ

ケージがどれだけ売れるか。日本で作ってもなか

なか売れない。アングロアメリカンのカルチャー

の中でつくったソフトウエアパッケージが、ビジ

ネスの世界において強いという単純明快な論理で

す｡その視点を日本の企業はなかなか持てない｡こ

れが一番大きい問題だと考えています。

図表２は、ハードウエア、ソフトウエアにおけ

る対米技術貿易の関係です。これによりますと、

[１．情報通信産業の現状］

図表１は皆さんよ〈ご存じと思いますけれども、

情報産業におけるＢｔｏＢ、ビジネス・トゥ・ビ

ジネス､及びＢｔｏＣ、ビジネス・トゥ・コンシュー

マのマーケットでの日本とアメリカの比較表です。

アメリカのマーケットサイズが圧倒的に大きいこ

とが分かります。一方、情報化投資額のアメリカ

と日本の比較が、９７年のデータで出ています。日

本は20兆円に対してアメリカは36兆円｡伸び率が

この表のように違いますから、現在は相当な差が

出ているのでは稜いかと思います、このデータで
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1．情報通信産業の現状(2/3）

○中心的な技術開発は主として、

米国の大学､企業の研究開発グループが実施

図表２

＜対米技術貿易額＞（億円）平成9年Da1a､科学技術要覧(Ｉｌｌｌ）
技 術 輸 出 技 術 輸 入

ハードウエア1,5541,822
ソフトウエア４５３

注)特許使用料､技術指導料など(ソフトウェア販売料は含まない）

に対して輸出が圧倒的に強い。日本

はいま、イギリスに対して若干は良

いわけですが、他の国に対して輸入

と輸出の関係は余り良くありません。

日本の技術輸入の７割、技術輸出の

３割がアメリカというのが現在の状

況です。

く対米ソフトウエア輸出入実績＞
輸出

ベーシックソフト１４．３

ｱﾌ゚ ﾘｹー ｼｮﾝｿﾌﾄ１２．３
カスタムソフト１．４
合計２８

注)ゲームソフトは除く

(億円）平成9年

輸入
２８０７

１６５８

２８４

４７４９

Da1a2桐報化白唇1９９９

［２．コンピュータ技術のトレンド］

上白笹１９９９

次にコンピュータ技術の技術､りな

トレンドを見てみたいと思います。

ＩＢＭの研究開発の流れからイン

ターネット迄の展開を見ていただく

とよろしいかと思います。１９５０年代

では、ＩＢＭの７０９０が研究開発者のための強

力なツールだったわけです。もちろんその能力は

現在のパソコンにも足りないわけですが、その技

術の流れの中から、ＩＢＭ３６０のコンピュータ

が６０年代に開発されました。３６０というのは

360度展開できるという意味です｡ここで基本的な

メインフレームの基本技術､タイムシェアリング、

ＯＳ、ＬＳＩ等の技術がＩＢＭ３６０で開発され

ました。

次の段階にＩＢＭ３６０がビジネスの世界に

入っていく。これがＩＢＭ帝国の最も栄えた時代

です。1960年代から80年代の前半まではＩＢＭ帝

国が栄えた。実際、７０年代になって、ＩＢＭのコ

ンピュータが大きい産業基盤をつくりました。世

界のすてべの産業基盤の中心にＩＢＭのメインフ

レームが入ったわけです。日本は幸いＭＩＴＩの

プロジェクトがあって、５０％くらいは日本の各社

のメインフレームが頑張ったわけですが、全世界

で言えば70～80％のメインフレームはＩＢＭとい

うことです。

ところが80年代の中ごろからＬＳＩの急速な発

達によって、パーソナルコンピューター、ワーク

ステーションの世界が生まれ､この環境の変化を、

恐らく当時のＩＢＭは十分に予想できなかったと

思います｡メインフレームの世界は絶対続くと｡事

実、現在でもレガシーのメインフレーム技術とい

うのはサバイバルしています。金融関係を中心と

した、データベース管理システムは圧倒的に旧来

ハードウエアは確かに頑張っています。輸出と輸

入のバランスは、若干輸入が多いですがほぼバラ

ンスしています。しかし、ソフトウエアに関して

は４対53．これは統計の取り方によりますが、あ

る側面からのデータといえます。対米輸出のソフ

トウエアに関する輸出入の関係についてみてみま

すとこのようになっています。対象となっている

分野はベーシックソフト、アプリケーションソフ

ト、カスタムソフトで、ゲームソフトは入ってい

ないのですが、かなり日本の特色がでているので

はないかと思います。決定的にいえることは、金

額の上での、２８対4,700の違いです。これがソフ

トウエアにおける現在の状況です。これから２１世

紀型の新しいシステムインテグレーションの技術

がメインとなり、そのベースとなるソフトウエア

について、この差はあまりにも厳しすぎる。これ

を変えていくためには一体何が必要かというのが

今後の基本的命題です。

今後我々が考えなければならないことは、ソフ

トウエアをつくる技術そのものではなく、ソフト

ウエアをつくっている技術のバックグラウンドに

なっているアングロアメリカンのカルチャーを十

分に認識し、その内容をどれだけ我々の中に取り

入れられるかということが、一番重要なテーマで

はないかという気がします。

図表３（次頁）は、全産業での技術貿易におけ

る先進各国間での輸出と輸入の関係の割合を示し

ています。アメリカはすべての国に対して、輸入

EAJInfbrmationNo,９０／2000年１月３



1．'情報通信産業の現状(3/3）

＜全産業での技術貿易額＞平成9年度

輸入

４３８４(１１５５７）

図表３

(億円）Data科学技術研究調査報告
国際貿易収支統計月報

輸出

８３１６(９２９７）

注)値は総務庁統計｡特許､実用新案､技術指導料など

（）内は日銀統計｡上記に加え商標､意匠､著作権の対価等を含む｡調査対象にも相違あり。

参考:主要国の相手国別技術貿易収支比
Data:HlO科学技術白書

国、相手国 日本 米国 独国 仏国 英国

日本(1996） ＊ 0．６５ ０．５５ 0.77 3.7

米国(１９９６） 3．９２ ＊ ３．６９ 6.43 1．４２

独国(1994） 1．７８ 0．２３ ＊ ０．８６ 1.15

仏国(1996） 3.75 0．３３ 1.1 ＊ 0．６７

英国(1996） 0.83 0．６９ 1.9 1.28 ＊

(注:国際収支統計上の特許等使用料受取､支払いを､夫々技術輸出､技術輸入と呼ぶ）

日本は､技術輸入の7割、

技術輸出の3割が米国

型のレガシーの技術でなければならないという認

識が非常に強いです。いずれにしても、８０年代の

大きい技術的インパクトは、ワークステーション

とＰＣの発達です。これによって、新しいパーソ

ナルなコンピュータ環境ができました。

一方、技術のもう一つの重要な側面がネット

ワークです。ＡＲＰＡを中心として開発されてき

たネットワークの技術が、インターネットの世界

をつくっていくわけですが、その一つの手前の段

階が80年代です｡このネットワーク技術によって、

いままでにない新しいネットワークコンピュー

ティングのパラダイムが始まったわけです。

このころ日本は何をやっていたかというと、国

家プロジェクトとして次世代コンピュータの研究

開発がありました。それはそれなりに一つの成果

を挙げたと思っていますが、実は、時代のトレン

ドはまさにネットワークコンピューティングに動

いていたわけです。パーソナルコンピューター、

ワークステーションをベースとした、一つの大き

い技術開発のうねりがあったのです。それを日本

は見落としていたわけです。

話を戻しますが、９０年代に入って完全に情報通

４

信のメインはネットワークの世界に発展していき

ます。ネットワークは、基本的な社会インフラで

はありますが、一番重要なことは、ネットワーク

があらゆる産業の中心インフラとなるということ

です。具体例がインターネットです。金融の例で

言えば、今まであったファイナンスの世界がイン

フォメーションテクノロジー（ＩＴ）とのドッキ

ングによって新しい世界的な金融のシステムが生

まれてきたわけです。これが、2000年以降さらに

加速されるであろう。その状況に対して一体日本

は何をやっているのか､大いに考えさせられます。

確かに、通産省、郵政省、科技庁、文部省を含

めたくさんの研究開発の予算が出ておりますが、

国家的な視点からのトップタウンのポリシーが現

在見当たりません。これは大変に問題であると考

えるわけです。８０年代から９０年代、そして２１世

紀に向けて流れていく基本的なトレンドはイン

ターネット中心、つまり、次世代のインターネッ

ト技術を中心として確実に情報化社会は展開して

いきます。このコンセプトなしに、次の世代の研

究開発、ビジネスはあり得ない。

次に、今後の大事な問題は、通信と放送世界の

綬再、

戸口、
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融合です。従来、放送の世界では、放送規格とし

てＭＨＥＧを規格とする流れがある。これは、日

本とヨーロッパの間でアグリーメントされた標準

となるものでした。一方、コンピュータと放送と

を融合して作っていく標準化の流れがあり、その

韮本となる技術としてＸＭＬがあります。これは

郵政省も早く認めていますが､このトレンドは､コ

ンピュータオリエンテッドの発想の中で、次の通

信と放送の技術の融合を考えていかないといけな

いということです。これが進展すれば、新しい情

報通信インフラが家庭に入っていきます。次の産

業界におけるバトルフィールド、つまり日本の産

業界が直面する大きい問題は何かというと、まさ

に情報家電の世界です。情報家電における、例え

ばＣｓ、その上に乗るミドルウエアの構築をどう

するか。これをインターナショナルなデファクト

スタンダードとして日本が、果たして提案できる

だろうか｡現在一部を除いて極めて悲観的です｡こ

のインフラの上にあらゆるコンテンツが乗るわけ

ですから。

アプリケーションはもちろん国により、あるい

は地域によってそれぞれのカルチャーをベースに

作られます。これによるプロダクトとビジネスは

ありますが、問題は我々が作るコンテンツが少な

くてもインターナショナルマーケットを持たない

限りしょうがない。としますと、この世界におけ

るミドルウエアのデファクトスタンダードの問題

は非常に重要なわけです。２１世紀に向けてのこの

問題を解決する具体的なアクションプログラムを

つくらなければいけないのではないかというふう

に思っています。

[３．次世代情報通信のための技術開発］

技術的な側面を見ますと、当然ですが、岐初の

技術開発のテーマは強力なエンジン、マルチメ

ディアエンジンを開発すること。つまり強力なＣ

ＰＵ、できれば、現在の400メガ、それを500メ

ガ、１ギガと上げる。これは頑張れば何とかなる

と思います。現在、ソニーが開発しているプレイ

ステーションは恐らく、インテルの持っている技

術よりも場合によってはすごいのかもしれない。

３万円位で、昔のスーパーコンピューター並の能

2.研究開発項目 図表４

次世代Intemetの基盤技術

Application Service

Middlcwarc

VirtualMachinc

ＯＳ

Network

Media

○次世代ルーター

○ミドルウェアとOＳ

・情報家電
（ホームエレクトロニクス）

･モバィル
・カーエレクトロニクス

力をもつものが買えるわけです、周辺機器は別で

すが。いわゆるチップのアーキテクチャ設計に関

しては、日本は頑張ればかなりできる。それを実

証しているのがプレイステーションです。

第二のテーマはネットワーク技術です。現在郵

政省が進められているギガビットプロジェクト、

これは大変に我々にとってもありがたいプロジェ

クトですけれども、テストベッドであるギガビッ

トプロジェクトのネットワークアーキテクチャは

世界的な流れから見たらどうか。これは、従来の

伝統的なＳＤＨの上にＳＯＮＥＴが乗って、ＡＴ

Ｍが乗って、ルーター（Router)が乗っている、い

わゆるトラデイシヨナルなインフラです。重要な

ことは、ＩＰの技術を中心に置くこと。これを支

える基盤技術は光です。ＩＰ／ＷＤＭ(光多重化)、

つまり光技術を中心として、ＩＰの技術開発が必

要だと思います。そういうインフラをつくってい

く仕掛けが絶対必要です。カナダはそれを進めて

いるわけです。

話を整理するため、インターネット技術を階層

化したモデルで示したのが図表４です。第一層

は、物理メディア。例えば光を中心としたメディ

アがある。次がこの上に乗っているネットワーク

階層、ネットワークを通して実際のコンピュータ

に情報が伝わるわけです。次が、ＯＳがあって、

バーチャルマシン、つまり、ＯＳ、バーチャルマ

シンの階層です。その上に、ミドルウエア、アプ

リケーション及びサービスにつながっていく階層

です。

研究開発の上で、第一階層の研究開発は実はカ

ルチャーに関係がない。いい物はすべて世界に売

れます｡強力な情報通信能力のある送受信装置は、

全世界のベンダーが使うでしょう。問題はアプリ

EAJInfbrmationNo､９０／２０００年１月５



ケーション階層です。この世界をつくっている中

心的なカルチャーは、アングロ・アメリカンカル

チャーです。アングロ・アメリカンカルチャーに

関係してなければ売れるアプリケーションはなか

なかつくれない。それを我々は、日本の中でやっ

ていかなければいけない。基本的に開発するソフ

トウエアパッケージは全世界に売れなくてはいけ

ないのです。

情報処理学会等においていろいろ研究会があり

ます。たまにしか行かないのですが､行くと、「こ

のようないいソフトウエアができました｣｢こうい

ういい機能を持っています」勿論それはそれでい

いのですが、ではそれは一体どれだけ売れるんで

すかという質問をするわけです。我が国がつくっ

たソフトウエアが例えばシリコンバレーへ持って

行って何万本も売れたら確かにいいソフトです。

このようなマーケット・オリエンテッドな考え方

は大学の先生にはなかなかできないのですが、企

業の方にお考えいただくことが大変大事ではない

かという気がしております。

次にルーターの研究開発についてお話します。

日本がネットワークの世界で遅れを取った技術の

一つがルーターです。このルーターをつくった代

表的な会社がシスコです。この会社は当初、スタ

ンフォード大学のメンバーが３～４人スピンアウ

トして、ガレージでルーターをつくった。このシ

スコが現在約１兆２，０００億くらいの売り上げに

なっています。現在、ハイエンドのギガビット用

ルーターの能力は、大体１００ＭPPS（メガバケッ

ト／セカンド）位です。ルーターの開発は恐らく

日本にとっても大変に攻めいいフィールドではな

いかと思います。つまり、ファンダメンタルな技

術ですから、カルチャーの貢献度の比較的少ない

分野です。これを、これから日本がどうするか｡つ

まり、ギガビットのため､あるいはテラビットネッ

トワークのための新しいルーター技術の開発が一

つのメインテーマになります。当面、１００ＭPPSの

ルーターがあるとすれば､次のターゲットは当然１

からｌＯＧＰＰＳくらいのパフォーマンスを持つハイ

エンドのルーターをつくらなければならない。こ

の基盤技術は、日本にもかなりある技術だと思い

ます。これをつくる基本的な技術の中枢が、マツ

６

シブパラレルのコンピューター・アーキテク

チャーそのものです。つまり並列スーパーコンの

世界です。もちろん、目的とするファンクション

が違いますから、ハードウエアアーキテクチャに

対しての違いはあります。しかし、この技術開発

は頑張れるところではないかと思っています。

ただ問題は、ルーターにのせるソフトウエアの

開発に関して､一体どのくらいのことができるか。

例えばマルチキャストの機能とか、ＱｏＳ

(QualityofService）の問題があります。現在

までＱｏＳに関して、いろいろな提案があります

が確定的な技術はありません。そういうものをき

ちっとする。例えば、クラス毎のサービスのプラ

イオリテイーをつけて、それぞれに対応するＱｏ

Ｓをサポートする環境をつくる。これをつくる

ベースが今お話ししたマッシブパラレルのアーキ

テクチャの上ですることです。この開発は日本に

とって攻めやすい分野だろうと思いますが、果た

して、ギガビットあるいはテラビット用のハイス

ピードルーターを他に先駆けてつくれるか、とい

うことが重要なことであると思います。

次の研究開発の問題は家電の世界です。情報家

電の世界をどう構築するか。これはネットワーク

でつながっている世界の中で、個々のＰＣとかテ

レビとか個別的な世界の考え方だけでは駄目です。

情報家電の世界をトータルに利用できるプラット

フォームとコンピューティングの環境をどう作っ

ていくかを考えなければいけない。基本とするも

のはマルチメディアの流通と処理の技術です。こ

れを具体的にどのような標準の下でつくっていく

か｡これは大変重要な問題ではないかと思います。

分かりやすい状況を考えてみましょう（図表

５)｡これから各家庭に入ってくるメディアとして

地上波、衛星波、ＣＡＴＶ、そしてインターネッ

トがあります。従来のテレコミュニケーションの

ラインも含めて考えています。こういうたくさん

のメディアが集合して各家庭に入ってくるときに

当然ケートウェイが必要になります。このゲート

ウェイを一体どうするのか。各家庭の中では基本

的にＰＣをはじめゲーム機があり、オーディオ機

器があり、テレビがあり、通信機器がある。さら

に、これから環境問題から必要になってくる白物

再論

戸、
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2.研究開発項目情報家電とOS及びﾐドﾙウエア図表５

地上波衛星放送ＣＡＴＶインターネット

、l‘／／
HomeGateWaylー情報家電プﾗｯﾄﾌｫー ﾑ

！
家庭内LAN

ＰＣ,Ｇａｍｅ,Audio,ＴＶ

通信機器､白物家電

主たる機能
(1)マルチメディア処理
(2)マルチメディアコミュニケーション
(3)音声､映像データ処理､紹集管理
(4)Imcmc【商度利用(EC）

家電の世界がありますが、こういうものを全体と

してコントロールするような仕掛けをどうやって

マネージするか。今流で言えば新しいセットボッ

クスの設計の問題です。セットボックスに関する

基本的なアーキテクチャとそれを乗せる基本的な

ソフトウエアについて、実は日本の企業はあまり

わかっていない。これがこれから日本の企業が取

り組む重要なフィールドではないかと思います。

つまり、新しい、たくさんのメディアが入ってく

る仕掛けを統合し、管理し、自由にマルチメディ

アの情報を活用するための作り方をどうすればい

いかということです｡特にミドルウエアについて。

そのときの溌も重要な考え方のベースとして、イ

ンターネットコンセプトが中心だということです。

何れにしても、今後、情報家電の世界における

ソフトウエアの開発は大変です。例えば、デジタ

ルテレビの世界が目の前に来ているわけですが、

デジタルテレビが持つべきファンクションを作っ

ていく。これは端的に言えばソフトウエアの開発

です。一体どのくらいのボリュームのソフトウエ

アが要るか。関係者と話しをした時に、岐低１０メ

ガバイトのソフトウエアの開発が必要であるとい

うことです｡これをつくっていくには､相当シヤー

プな高いレベルのソフトウェア技術者の集団が必

要です。問題は、このためのソフトウエアグルー

プをどうつくるか。重要なのはキーマンです。そ

の人は年齢には関係ない。３０代そこそこでいいわ

けです。しかし、そのレベルの人間を雇うために

最低年間１５万ドルないと採れない。１０万ドルでは

全然駄目です。この問題は深刻です。例えば大学

等において、ネットワーク関係の新しい研究者を

引っ張ってきたいと思う。私大であればある程度

のフレキシビリティーがあり得るかもしれません

が、国公立大ではできない。例えばスタンフォー

ドとかＭＩＴ出身者で32～33才の研究者､それを

１５万ドルの給料で雇えるかというと雇えない。し

かし、そのくらいのドラスティックな新しい制度

を持ってこないと、日本の新しい産業をつくり得

ないと思います。今、アメリカの繁栄は、基本的

に外人部隊の貢献といっても過言ではない。シリ

コンバレーへ行かれた方はよくご存じと思います

が、頑張っているのはアジア系の人々が多い。ま

た、アメリカの大学におけるアカデミズムの50％

はノンアメリカンに近い人たちという話がありま

す。そのような国際的な大学を日本もつくってい

かないと、新しい２１世紀の情報通信技術・産業に

対して大学からのインパクトを与えられないので

はないかと思います。

[４．ＥＣの今後の問題］

次が、ＥＣとＸＭＬの話になります。従来、通

産省のＩＰＡを中心とした支援で、各地方にバー

チャルモール、ＥＣの実験が行われています。国

のよいプロジェクトが来たことに対して、地方は

喜んでいます。事実、地域の活性化になっていま

すから。問題は、このプロジェクトを通して世界

的に通用するソフトウエアの商品をつくれるかと

いうと、極めて疑問です。いま我々が考えなけれ

ばならないのはアメリカでやっているような、例

えばＸＭＬをベースとしたロゼッタ計画のような

トータルなＥＣコマースの世界を作っていく発想

です。このプロジェクトは成功するかどうかわか

りません。しかし、産業のすべての業界を取り込

むような大規模なＥＣの実験を日本としても考え

なければいけない。そのための基本技術の一つが

ＸＭＬです。ＸＭＬによって表現される世界を作

る。これによってメーカー、卸売業、ロジステイ

クス、ファイナンス、等全てを一体化してＥＣを

構築する。この仕掛けを、総合プロジェクトとし

て引っ張っていくこと。このような発想がないと、

アメリカには絶対勝てない。幾らローカルなコ

マースをつくってもそれでは駄目です(図表６，７

次頁)。

現在ＥＣに関係している地方都市は10万から3０

EAJInfbrmationNo､90／2000年１月７



2.研究開発項目ＸＭＬ(I/2）

基幹系
システム

XMLを基盤としたサプライチェーン

金融

‘
運輸ド→lXMLドー参|生産

↓

桂子｣~'…"衿L型L｣-，
Daiabascド→lXML膳一参 入力

編集
管理

図表６

脇

万都市です。しかし、このＥＣに入っているのは

高々lOOとか２００くらいの商店数規模のものが多

い。これでは大したことはできないわけです。全

国的な規模で、最低マーケットとしてのポジショ

ンを取るのには１万所帯ぐらい入らないと意味が

ない｡そういう計画は日本には未だないわけです。

これが大きい問題です。

ＸＭＬによるＥＣの計画が今アメリカでどうい

うふうになっているかというと、金融にしても運

輸にしても生産にしても基幹系のシステムにして

もデータベースにしても、その他全てをＸＭＬを

基盤とした技術で開発しようとする既にお話した

ロゼッタネット計画があります。ロゼッタネット

計画がどうなるかもまだわからない面はあります

が、こういうトータルな戦略を我々も推進してい

かないと駄目ではないですか、ということをここ

で申し上げたかった。

[５．アメリカ・カナダの現状］

次はアメリカ、カナダの現状をお話しします。

既に数年前に、ゴア副大統領が進めているＨＰ

ＣＣ（ハイ・パフォーマンス・コンピューター・コ

ミュニケーションズ）のプロジェクトが一つの例

ですが、それに対して現在インターネットを中心

としたプロジェクトとして次の二つがあります。

一つは、ＮＧＩのプロジェクト、これは政府の関

係機関によるものです。二つめが、インターネッ

ト２プロジェクト。これは大学連合によるもので

す。ＵＣＡＩＤ（UniversityCorporationfor

AdvancedlntemetDevelopment)という大学連合

の組織ができました。多分、いま160以上のアメ

８

2.研究開発項目XML(2/2）

ＸＭＬＢａｓｅｄＥＣの世界

ロゼッタネット計画

恩
サプライチェーンの大改造

図表７

次頁図参照

メーカー､卸業､Logistic､Sonwarc,小売Scrvicc、
金融､カード会社の連合体

日本のＥＣの計画は？

リカのメインの大学が加入しています。この大学

の研究を中心として新しいインターネットの技術

開発をやろうとしています。

ここで大変に興味あるのは、これをサポートし

ているのはＱｗｅｓｔをはじめとするアメリカの

代表的な企業の連合体です｡Ｑｗｅｓｔ（ＩＰサー

ビスで頑張っている新興の企業)、ノーザンテルコ

ム、シスコ、その他ＩＢＭ等たくさんのアメリカ

のメインの会社がこのインターネット２をサポー

トしています。かつて、ＮＴＴがマルチメディア

プロジェクトで大学関係の方にもいい研究開発環

境を提供してくださいました。当時我々はＯＬＵ

というプロジェクトを進めたわけですが、日本の

２０くらいのキーの大学が入ってプロジェクトを推

進しました。ただ期間が短かかった。あれがもう

少し長いとよかったのですが。しかしアメリカは

違います｡インターネット２には160の大学が入っ

ていて、思い切って企業がサポートする。例えば、

バックボーンのネットワークは、Ｑｗｅｓｔが

2.4ギガの光ファイバーを１本提供しています｡将

来それを１０ギガに上げようというわけです。国家

プロジェクトではなくて、企業連合がそれだけの

インフラを大学連合に提供してあげようという状

況がアメリカにはあります。インターネットに対

するアメリカの基本姿勢ははっきりしている。つ

まり、アメリカは２１世紀における情報通信の分野

で絶対に優位‘性を失わないというのがその信条で

す｡その覚悟で頑張っているのがアメリカです｡別

の、挑戦的な計画はカナダのＣＡＮＡＲＩＥプロ

ジェクトです。これは後で簡単にお話しします。

もう一度、アメリカのＩＴ技術の流れを総括し

御、

＝、



Ｆ、
ｑ
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3.米国における情報技術(IT)発展の過程(１／2）図表８

第１期

平
ＤＯＩﾛ

！
先端技術の

開発

！！
ＡＲＰＡ

CＡＬＳ

軍需産業の
発展

ネットワーク､コンピュータの

墓無技術の開発

てみたいと思います。ＩＴの開発は２つのフェー

ズに分かれるのではないかと思います（図表８，

９)。第一のフェーズは、いわゆる冷戦構造が壊れ

る迄の時期です。この時期、基本的にアメリカの

ＩＴを引っ張ったのはＤＯＤ（国防省）だと言え

るでしょう。国防省の50年代後半から60年代の戦

略というのは、冷戦構造がまだきついころでした

ので、その一つの目標は絶対ソビエトの飛行機を

入れるな。そのために何をしたか。そのための防

空制御．管理体制を完全に作りました。その基盤

になるのはネットワークです。ネットワークは絶

対に壊れては困るわけです｡それで生まれたのが、

いわゆるパケット通信の技術です。ですから、あ

る意味でインターネット技術をつくったのはＤｏ

Ｄｏそのネットワークの技術と環境が、大学関係

の研究者を中心に開放されて、ＴＣＰ／ＩＴの技

術が生まれた。それが、ＡＲＰＡプロジェクトで

あり、それがインターネットにつながったのです。

それからＣＡＬＳプロジェクトがあります。Ｃ

ＡＬＳ（コマース・アト・ライト・スピード)、当

時はコンピューター・エイテッド・ロジステイク

ス．サポートと言われました。このプロジェクト

は、ＤＯＤの調達事項のすべてを電子化したいと

いう発想から国防省の重要な開発テーマとしてｃ

ＡＬＳが生まれた。次のフェーズでＣＡＬＳが国

防省の世界からビジネスに入っていく。それがＥ

Ｃの世界をつくっていくというトレンドになりま

す。こういう状況の中で、基本的なＩＴとビジネ

スロジックの結合がアメリカを支えるようになり

ます。

次のフェーズは冷戦構造の終結からです。冷戦

構造の終結の結果何が起きたか。これは大変すご

3.米国における情報技術(IT)発展の過程(2/2）図表９

第Ⅱ期
|冷戦の終結｜

|軍需産業の崩壊

|瓶灘漁熱学)｜

|ぺﾝﾁｬーの台頭’

１ １＝
新しいlTの発展

~I－下
新しい社会経済システム
の出現(ＥＣ）

予算1/2～１/３

全産業の利益の
40％以上が金融

300万人の失業

５００万人の雇用

いことです。軍事産業が崩壊したというとオー

バーな表現ですが、軍事予算が２分の１から３分

の１にカットされた。これは一体何を意味するか

というと、例えば、ＭＩＴとかスタンフォードの

トップエリートが行く一つのターケットは軍事産

業です。それがなくなったわけです。ジョブハン

ティングをしていく上でのトップターゲットでな

くなってしまった。この多くのエリートがＩＴの

世界に入ってきたわけです。これは目に見えない

力だと思います。つまり、トップの優秀な研究者

エリートの集団が、インフォメーションテクノロ

ジーの世界に入ってきた。かつて日本の繁栄が､軍

がなくなって、士官学校、海兵に行っていた優秀

な人材が産業界に入って日本を復活させたという

のは我々も知っている事実です。同じ現象がここ

で起きているのではないかと思います｡ここで、Ｉ

Ｔを基盤にした上で、いろいろな産業とのインテ

グレーションが始まってくる。当然新しい産業と

していろいろな事業が起こります。これはまさに

ベンチャーです。アメリカにはベンチャーが生ま

れるべくして生まれた経緯がある。日本は、これ

を見てベンチャーをつくろうとしているわけです。

つくらなければ社会が回らない仕掛けにアメリカ

はなっている。このポテンシャルの差が問題です。

次の世界はどのように展開するか。ＥＣはその

一つにすぎません。まさにＩＴが、次の社会をド

ラスティックに変えていく。現在のアメリカの繁

栄のプロフイットの原点は何かというと、いろい

ろありますが､製造業が中心ではなく、金融です。

統計の取り方がいろいろあって分からないのです

EAJInfbrmationNo､９０／２０００年１月９



が、ＩＴをベースとした金融、ファイナンス、あ

るいはロジステイクスの融合により作り出された、

いわゆる三次産業的な利益が40％を超していると

いう話です。さらに驚くべきことは、この流れの

中で､従来の産業構造が壊れつつあり、それで３００

万人の失業が生まれている。しかしそれに対して

500万人の雇用が新たに生まれている。この仕掛け

がアメリカにはできている。それなら、日本でも

できるわけだという話は、論理的にはあるけれど

も、しかしその中身を見てみると、そういうわけ

にはなかなかいかない。つまり、日本では産業構

造の転換がなかなかできてない。我々のＷＧがき

ちっとしたシナリオを作ることができればよいの

ですが、今日は皆さん方からこの問題についてい

ろいろのお話を伺えればありがたいと思っていま

す。

こういう状況の中で第２フェーズは終わるわけ

です。次の第３フェーズはまさに２１世紀のイン

ターネットの世界における新しいビジネス構造、

ビジネスロジックの構築のフェーズです。世界戦

略の上でビジネスロジックをどう我々がつくるこ

とができるか、これが次の時代のオープンプロブ

レムです。

[６．今後のネットワークの研究開発］

先ほどお話ししたインターネット２による１６０

の大学連合の中で､当然バックボーンが必要です。

日本で言えば、今回郵政省が用意してくれた２．４

ギガのバックボーンがそれに対応します。また､イ

ンターネット２には150のアクセスポイントが､日

本で34カ所です。インターネット２の基盤は当面

は２．４ギガ、これをできるだけ速やかに１０ギガの

バックボーンにしようということです。またアク

セスも６００くらいに持っていく。一切お金は要り

ません。Ｑｗｅｓｔが中心になって引っ張ってい

ます。一方シスコはハイエンドのルーターを提供

しています｡まさに産学連携の本当の意味での､国

家的な意味での産学連携のプロジェクトがスター

トしているというのがアメリカのインターネット

２です。しかし国の予算はあまり多くない、年間

400億くらいしかなかったと思います。ただ、産業

界からのサポートはものすごく大きいということ

１０

CANARIE，Sプログラム 図表１０

･ＮＴＮ:世界最大規模のATMのテストネットワーク1996-97

.ＣＡ*nct2:Canada，ｓＮＧＩｌ９９７－２０００

･CA*nct3:世界最初のOpticallntcmetl998-2002

Traditionallntemet-鋒Opticallntemet

です｡こういう仕掛けが日本でできるだろうか､こ

の仕組みは絶対に必要です。

次は、ＣＡＮＡＲＩＥプログラム（図表10)、カ

ナダのプロジェクトです。カナダは人の住んでい

るところは大体アメリカとの国境周辺のところで、

ネットワーク構造は日本と非常に似ています。こ

のプロジェクトのプランは大変にドラスティック

です。何かと申しますと、バックボーンは現在あ

るトラディショナルなＡＴＭベースの基盤ネット

ワークの上で研究開発を進めるが、我々の狙.いは

そうではない。基本的には光のネットワークで対

応する。これを98年から2002年にかけて構築する

ということです。国のプロジェクトとして進めて

いる話として大変重要だと思います。従来型のト

ラデイショナルなインターネットは、今、アメリ

カもそうですし、日本もそのとおりです。そうで

はなく、カナダはまさに光の上でのインターネッ

トの技術をベースに今後の研究開発を考えていき

たいということです。

現状は、従来あるＡＴＭをベースとした電話系

の基幹のネットワークです。その上にソネットを

乗せ、ルーターを乗せていく。これがいままで日

本でやってきた、あるいは当分の間続くネット

ワークバックボーンのつくり方です。

アメリカでは、一体いつまでこのＡＴＭ技術が

残るだろうか、これは興味ある問題です。５３バイ

トで切って情報を乗せるというのは、直観的に考

えればかなりおかしなことです。つまり、これだ

けハイスピード情報伝送の環境の中で、５３バイト

で切って送るというのはいかにもおかしい。

３週間前に会津大学で国際会議があったときに、

ルーセントのトップの技術屋が来ていたので聞き

ました｡ＡＴＭが一体何時まで残るだろうか｡ルー

鐸一
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3．欧米の現状(１／３） 図表１１

企業活動はグローバル化力f大前提

例：
AT&Tによる新しい戦略

(1)音声/データ/Vidco/Intcmct/CATVのシームレスな

フルサービスプラットフォームの構築
（TIC､ＣＯＸ､コムキャスト等の買収と提携）

6000万の利用者

(2)BTとの合弁会社の設立､IBMとの連携等によるグローバル化

且

スーパーキャリアの新ビジネスモデルの構築

世界の100都市を結ぶ200GbpsのIPネットワークの構築

セントはＡＴＭをつくって売っているわけです。

だからなくなるとは言えない。まだ５年は多分大

丈夫だと言っていました。場合によってはＩＢＭ

のメインフレームと同じような形で残るのかもし

れません。しかしいずれはそうではない。光によ

るＩＰ技術が中心になるでしょう。つまり、ＷＤ

Ｍの技術が中心になる。この先導的なテストベッ

ドを日本もつくっていかなければいけない。最初

は全国でなくてもいい。あるローカルな地域だけ

でもいいけれども、バックボーンとして、光を中

心にしたＩＰ／ＷＤＭの仕掛けを今から作ってい

かないと、とてもじゃないけどかなわない。この

点、カナダの戦略は非常におもしろい。アメリカ

よりも一つ先を進んでいる。

一方、ＷＤＭの技術は日本にとって非常に攻め

やすい光技術ではないかと思います。この辺を頑

張る。大事なことは、カナダはこのＣＡＮＡＲＩ

Ｅプロジェクトによって、カナダを２１世紀におけ

る情報通信産業の世界の拠点にしたいという強い

願いがあります。それがこのようなプロジェクト

を推進している理由であるというふうに言われて

います。

[７．２１世紀に向けてのキャリア戦略］

次の問題は海外のキャリアはどのような戦略を

考えているかをお話したいと思います。

まず､Ｑｗｅｓｔについて｡ＱｗｅｓｔはＩＰサー

ビスをベースに全く新しく生まれた会社です。こ

れが今すごい売れ筋になった。インターネット２

のバックボーンの環境はこのＱｗｅｓｔが中心に

なっていることは､今お話したとおりです。２．４ギ

ガを既に商用ベースとして提供していますが、こ

れをいずれ１０ギガに上げるということです。

さらにすごいのは対ヨーロッパ戦略です。ＥＵ

ネットを整備してこれをベースにヨーロッパ戦略

をＱｗｅｓｔがつくったわけです。いずれ日本に

攻めてくるでしょう。こういう状況の中で、海外

のキャリアはすごい勢いで変化しています。中心

になるのは、国際的な連合体です。

次の戦略はＡＴ＆Ｔです(図表11)。ＡＴ＆Ｔは

現在､長距離電話系の電話会社であるわけです｡そ

のため､加入者のアクセスポイントがなかった。し

かし、ＴＩＣ、Ｃｏｘその他の会社に対してＭ＆

Ａと提携関係の戦略で幾つもの関係を作っていっ

た。この結果、ＣＡＴＶを中心として現在6,000

万の加入者を持つに至ったわけです。海外戦略と

しては、ＢＴとの関係において新たな合弁会社を

つくりました。この会社はどうなるかわかりませ

んけれども。それから、ＩＢＭとの間にも非常に

うまいリンケージができています。このＡＴ＆Ｔ

のグローバルな戦略は、我々は見習わなければい

けないのではないか。このような流れの中で一体

何が起こるのか。２１世紀のスーパーキャリアの出

現です。現在海外のキャリアはスーパーキャリア

のビジネスロジックをつくりつつあるということ

です。

事実、ＡＴ＆Ｔは世界の200の各都市をlOOGBPS

のバックボーンでつないでいこうとしています。

これが､ＡＴ＆Ｔが現在考えている世界戦略です。

この戦略に勝っていくような仕掛けを日本のキャ

リアがつくらなければいけない。これはもちろん

新しいキャリアであってもいいし、ＮＴＴを中心

とするものでもいいけれども。問題は世界戦略で

す。そういうものをつくれるかどうかというのが

これからの大きいテーマであると思っています。

[８．大学と産業界の連携］

まず､大学の現状ですが(図表12次頁)、確かに

基礎研究は大事です。Ｈ本の大学は一生懸命基礎

研究をやっています。カリキュラムを見てもわか

ります｡これは私自身を含めた反省ですけれども、

日本の大学の情報工学系学科のつくり方の原点は、

基本的にはコンピュータサイエンスです。確かに

EAJInfbrmationNo､９０／２０００年１月１１



3．欧米の現状(２/３） 図表-１２

基礎研究重視

＊国が直接指揮

＊米国は日本を、‘基礎研究ただ乗り，と批判
リソース(人材､資金､年月)投資.低い成功率､のリスクを負っていない
日本は後発でありながら､改良･製造技術で利益を享受

＊基礎研究は大学の役割､テーマは社会のニーズが最も重要
日本:個々の研究者の感性により実施

米国:徹底的な調査分析と戦略立案･実行管理により遂行
責産家の投資も積極的(学会レベルでエージェントが活躍）

基礎研究は大事です。それはそれでよろしいので

すが、一方、インフォメーションテクノロジーの

世界はどうかというと、残念ながらこの世界は欠

落しています｡最近のソフトウエア関係の世界で、

例えば、Ｊａｖａという言語があります。Javaはソフ

トウエアの中で大きいストリームをつくりつつあ

ります。このJavaに関して、きちっと、その本質

とプログラミングを含めて講義できる先生が日本

の国立大学に何人いますか？本当の意味で先進

的なJavaの講義をできる人は今でも多くありませ

ん。ビジネスロジックをつくる上で最も重要なＩ

Ｔ技術の一つにミドルウエアがあります。そのミ

ドルウエアをつくる技術として、例えばＣＯＲＢ

Ａがあります。ＣＯＲＢＡの技術に関して一体日

本の大学の先生の何人の方がきちんと教えられま

すか？これが問題なのです｡コンピュータサイエ

ンスの教育はやっています。しかし、それに対応

して、先端的なＩＴ技術もきちっと教える先生が

いなければどうにもならない。

この状況に関して日本の産業界にも問題がある

わけです｡そういう先生を、永久とは言わない、３

年間でもいいからローテーションで回してくれた

らいいわけですが、それは絶対できない。つまり

ネットワークインテグレーションの能力のある産

業界の人を一本釣りしようと思っても来ないです。

三つ理由があるでしょう。一つは、絶対企業は出

さない、人がいないから。第二は、給料が安い。第

三は、戻る問題もいろいろあると思います。アメ

リカにはそれが産学連携や、インターンシップの

流れの中で機能しています。現在日本にはそれが

ないのです。これはどうしたらいいか。一つには

優秀な学生を育てなければならない。図表１３は、

日米の研究所、研究員、ドクターの数などの比較

１２

を表したものです｡アメリカでは、１年間に2,000

人の情報系のドクターが生まれている。一方それ

に対し、日本は350人。本当に350人いるのかな

という気もするのですが、もっと少ないかもしれ

ない。量は質であり、集まればそれなりのパワー

になるという特徴があります。当然、内容も重要

です。コンピュータサイエンスオリエンテッドの

ドクターが出ても、産業界ではアクセプトされな

い。例えばコンピテーシヨン理論の分野で能力の

ある学生がいて、これは世界的にもいい仕事をし

ている。では産業界でやっていけるかというと全

然違うでしょう。カルチャーが、そしてやってき

た研究のパラダイムが違うわけですから。アカデ

ミーの環境では絶対必要なコアの人材も、ＩＴを

中心とする産業界に行ったらその人たちは重荷に

なることが多い｡そういう意味で今後の大学は､そ

の目的を明確にすること、そして、新しい発展的

なりストラクチャーを考えることが非常に大事だ

と思います。しかし、これはまだできていない。以

上のことから分かるように、ただドクターの学生

を増やせばいいという話ではありません。増やす

ためには、増やして、卒業した人が就職できなけ

れば意味がないわけです。その環境をつくらな

かったら、逆に悲劇になります。

問題は、産業界と大学の研究テーマのリエゾン

をどのようにするか。まだスタートしたばかりで

わからないですが、新しい試みとして東北大学が

学内にＮＩＣＨＥという学内のリエゾン組織をつ

くりました。産業界とのパイプ役として。それと

は別に、外側にテクノロジートランスファーの組

織、ＴＬＯをつくった。これは東北大学のシーズ

を使って､新しい産業をつくっていくスキームを、

この半年くらいですが､始めております。しかし、

現時点ではシーズが売れない。売れないのは十分

なマーケッティングの機能がないからです。つま

り、大学の先生は一般には物を売る能力はない｡売

れるシーズをつくる人もいるけれども、ほとんど

いないと考えた方がよい。だから、大学の先生が

種を持って行っても、産業界がすぐ買うわけがな

い。この問題の解決は重要です。

これはヨーロッパの例ですが(図表14)、ドイツ

にＧＭＤという研究所がある。現在ＧＭＤも大変

〆函

鐸印､
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日米の研究所､研究者数､研究費の比較 図表１３

米国

国立研究所数 700(１１００）

研究者数 8～１２万人

日本

９８

12000人

（ ）内はサイト数

日本は重複無し
米国は20--30％が重複

｢日本怖報処理開発協会先端傭報技術研究所｣調べによる

ＧＯＧＯ:GovcmmcntOwncdGovemmentOpcratcｄ
ＦＦＲＤＣ:FcdcraIlyFundcdResearchandDcvclopmcntCcntcr

米国国立研究所

~亡駕
３８＊

*内．１５が

ＧＯＣＯ：

ＣＯＣＯ：

■

GovcmmcmOwnedContmctorOpemted

ContracIorOwncdContmctorOpeIatcｄ

ＧＯＣＯ
２２

ＣＯＣＯ

4.5B$/年

700Ｍ$/年

GOCO:研究者数27,000研究費4.5B$/年
COCO:研究者数3,000研究費700Ｍ$/年

ＣＭＵ－ＳＥＩはＣＯＣＯの１つ

（教官数330名、内120名が研究者､身分はCMU教員）

○情報系博士取得者：米国2,000人／年、日本350人(?)／年(定員469人）
・日本の大学に属する情報系研究者の数1,500名
・日本では､研究者が散在

（東大大学院情報学専攻教官22名､ＣＭＵ計算機科学部教官78名）

3．欧米の現状(３/３） 図|表１４

基礎研究と実用化研究の太いパイプ

＊大学と産業界の研究テーマの連続性(次頁図参照）

＊大学の成果の産業界へのスムーズな移行
例:スタンフオード大学のロイヤリティ収入は3900万ドル(1995）

参考:日本でも1998.8に｢大学等技術移転促進法｣が施行

ＴＬ○(技術移転機関:TechnologyLicensingOrganizatio､)の活用がポイント

＊密接な人事交流
例:ＧＭＤ(ドｲﾂ国立情報処理研究所)(8研究所)所長は､原則大学教授兼任

職員総数1,310名(研究者600)年間予算120億円（Forschungszcn1rumlnfbrmationslcchnikGmbH）

ＣＷＩ(オランダ国立研究所)では20名が大学教授
職員総数170名（CcntrumvoorWiskundccnInIbm,狐icm）

INRIA(フランス国立研究所)でもかなりの数が大学教授兼任
職員総数２，１００名年間予算１０５億円（lmStiIuINaliommIdcRcchcrchccnlnfbrmaticqucctcnAuIomaliquc）

注意:予算は殆ど人件費｡物品購入費用等は別途予算化。

参考:フラウンホーファー協会(FhG)とドｲﾂ国立情報処理研究所(GMD)が統合され、
新FhGとして発足(愉報処理関係部門は､ｽﾀｯﾌ総数:2500人予算240億円）

きつい状況のようです。かつては政府機関の研究

所だったけれども、それがある程度エージェン

シー化し、そのためＥＣのプロジェクトを一生懸

命やって何とかたくさんお金を取りたいという話

を前に言っておりました。ヨーロッパでは国の研

究所と大学との人事交流は非常に活発です｡ただ、

大学の先生だけが国などの研究所に行ってもあま

り役に立たないのではないかという気もしていま

す。

いうまでもなく、いうまでもなく、産業界と国研、大学との交流

というのは絶対必要でしょう。

図表1５（次頁）は通産省のある委員会の報告書

から取ったもので、右の方が基礎研究の分野で、

左の方が実用研究の分野です。国立研究所も全て

大学と同じ傾向です。今後、通総研にしても電総

研にしても、いろいろと変わっていくと思ってい
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広い

研究

領域

狭い

日米の産学連携の現状

日本

国立研究所

星雲雲≦研究所
〕大学

産業

広い

研究

領域

狭い

図表１５

米|国

基礎的一研究内容一ヶ実 用的 基礎的＜－研究内容一＞実用的

･日本の大学の研究の重心はアカデミズム中心
卿具体的な開発では殆ど機能していない

ますが、研究の考え方、進め方は大学と非常に似

ています。そうしますと、産業界とつなぐ仕掛け

がなかなかできない。一部の大学あるいは企業の

研究所が頑張って、基礎研究の中のいいシーズを

実用化につないでいます。アメリカの場合は違い

ます。例えばＭＩＴのメデイアラボの研究。これ

は２１世紀型で、すぐに役に立つかどうかわからな

い。心理学を含めた、新しいヒューマンインタ

フェースの基礎研究をやっている。このような研

究の幾つかはものになるかもしれない。しかしそ

れらはあくまでも基礎研究です。

一方､実用化研究に関しては､例えば､カリフォ

ルニアのバークレイ校（ＵＣＢ）は、ＵＮＩＸの

ＯＳをつくり、あるいはデータベースの実用的な

研究に関して特化した研究をしている。また､カー

ネギーメロン大学（ＣＭＵ）では、基盤ソフトの

ＯＳの研究開発をやっています｡アメリカでは､基

礎研究から実用化研究を完全ではないかもしれな

いけれども、それぞれの大学がそれぞれのポジ

ションでこの間を埋めている。残念ですけれども

日本にはこれが未だないわけです。ない理由の一

つは、日本の大学と産業界とのリエゾンがうまく

いっていないことが理由です。

次に、どうやって大学の先生がもっとＩＴに興

味を持ち、本当の意味で日本の産業を強くしてく

れるかという問題を考えます。まず、制度の問題

が非常に大きい。いま県立の大学にいますが、産

1４

業界といろいろ共同研究をやる。この共同研究は

まあよるしいのです。しかし、人間というのは不

思議なものでありまして、研究費が増えることは

ハッピーですが､本当はそれ以上に大事なのは､個

人の年収が増えないとインセンテイブが働かない。

国家公務員法、あるいは地方公務員法による給料

というのはそんなに高くない。少なくともその先

生方が、年間、国または県から支給される金額以

上のインカムを保証されたら、中には頑張る先生

も出てくるかもしれないと思います。

これはいつも言っているのですが、人間の本質

からいって､清く正しく頑張ることは大事です｡だ

けど貧しいと人は働きません。ボランティアは大

事であり、我々は努力は最大限する。しかし、ボ

ランティアには限度があるんです。ボランティア

の壁を越して、もっとインパクトを出す環境をつ

くるため、制度的問題の解決は絶対に必要だと思

います。

アメリカの場合はご存じのように、兼業はあた

りまえです◎稼ぐ先生は稼ぐ、稼がない先生は一

生懸命教育するという仕掛けになっていますが、

日本には何もない。インセンテイブの出る研究開

発育成の施策が必要です。ベンチャー育成の問題

もまさにそうです。私は余り専門でありませんの

で、現場の方からサジェスチョンがあれば大変あ

りがたいと思います。

次に､研究評価システムについて考えてみたい。

〆司
四

委勺



Ｆ毎

伊

評価の問題は常に言われているわけですが、評価

方法に関しての明確な基準がない。国のプロジェ

クトをいろいろな方が受けておられるけれども、

その成果をどういう過程で評価するか。一番簡単

なのは､その研究で論文を何本書いたか､またどれ

だけ特許を出願したか。それは一つの評価として

いいのですが、これから国家プロジェクトをやる

限り、それだけでは駄目だと思います。具体的に、

インターナショナルデファクトスタンダードを幾

つ作ったか、あるいは、インターナショナルマー

ケットに売れるプロダクトをどれだけつくったの

か、という評価を対象の一つに置かないと駄目で

はないかと思います。

[９．国家戦略のあり方について］

基本的に一番大切なことは、国家戦略を構築す

る本格的な組織を作ることです。この組織はプロ

の集団でなければ駄目。例えば、１０人以下の本当

のプロフェッショナルな集団が国家戦略をつくる。

これはただ単に大学の先生や企業のキーパーソン

を時々引っ張ってきて、委員会形式でやっても絶

対良いものは生まれない｡一握りでもいいから､戦

略をつくる本当のプロの集団をつくればいい。こ

の戦略をつくる１０人の集団があれば､何人かは外

国人である必要があります。組織の目標はＩＴの

世界の世界戦略であり、具体的な例として、イン

ターナショナルデファクトスタンダードを取って

いく、あるいは､将来のプロダクトがインタナショ

ナルマーケットを取っていくことのできる戦略を

この集団でつくることです。これを実行に移せる

ような環境をつくらなければ駄目だということを

ここで申し上げたいと思います。現在まで、通産

省、郵政省等を含めた大型プロジェクトがありま

すが、さっきお話ししたＨＰＣＣに対応するくら

いの新しい仕掛けを、日本もトップタウンの仕掛

けで作っていくことが極めて大事ではないかない

か。

次の問題は、ＩＴを引っ張っていく実際のグ

ループをどうつくるかです。これは極言ですけれ

ども、大学院の学生等をはじめとして若手研究者

のグループです。３５歳過ぎた人は、例外はあるに

してももう駄目かもしれない。勿論マネージャー

Iま必要です。この人は広い見識を持った目利きで

きるマネージャー。だけど、実行部隊としてこれ

をプロモーションできるのは、大学院等の若手研

究者、つまり研究プロ集団を作ることが絶対必要

です。このキーメンバーを、外部の委員会や、戦

略を決めていく委員会にも出させることです。

次にインターシップについて。本当の意味でイ

ンターシップとは何か。４年生の生半可な学生を

産業界に入れたってしょうがない｡我々の希望は、

できれば産業界と大学がイーブンの立場で、相互

に、エクスクルーシブに研究開発をやっていくよ

うな環境をつくらないと駄目だと思います。その

ためには、大学のキーになるスーパーバイザー、

それから企業のスーパーバイザーとの間で十分な

アグリーメントをとることが必要です。

[10.今後の戦略について］

国家戦略をつくっていく方策はいろいろあると

思いますが、一つは、将来のマーケットの問題を

考えて情報通信戦略を考えていくことは必要で

しょう。そのためマーケットの育成をどうするの

か◎ドメスティックのマーケットコンセプトだけ

では駄目です。ベンチャーとしてドメスティック

マーケットの中で売って成功するというのも一つ

の考え方ですけれども、そうではなくて、イン

ターナショナルマーケットの中でプロダクトを

作っていくことが大事です。

次に、情報インフラの考え方について考えてみ

たいと思います。まず、通信料金を絶対に安くす

ること。現在ある国家プロジェクトにいろいろな

お金が流れていますが､場合によってはある期間、

期間限定で３年間とか５年間はインターネットを

完全にただで使わせるくらいの環境をつくるプロ

ジェクトを作らなければ駄目です。この戦略はこ

れから大変必要です。ＢｔｏＣ（ビジネス・トウ・

コンシューマ）の環境を改善するためには絶対に

この環境は大きい。幸い、電気通信のビジネス分

野で競争の世界が生まれつつあるようです。今後

期待しております。

次は、標準化の問題です。インターネットの世

界での標準化で重要な委員会がＩＥＴＦ（イン

ターネット・エンジニアリング・タクス・フォー
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ス）です。この委員会に対する日本の取り組みは

最近はかなり良くなったと思いますが、かつて、

2,400くらいのＲＦＣが出た時の話をしたいと思い

ます。ＲＦＣというのは、ＩＥＴＦに提案するコ

メントです。その中できちっとしたものが標準と

して残っていく仕掛けです。当然、プロポーザル

を書かないと標準にならない。日本からどのくら

いＲＦＣが出ていたかというと、2,400の時点で、

日本から出ていたのは残念ながら２４しかなかっ

た。わずか１％です。これでは、日本は世界のリー

ディングポジションは取れない、絶対に。

なぜ提案ができないのか。いろいろありますけ

れども、一つの大きい問題に、英語があります。い

ま日本の大学において解決すべき緊急の課題はた

くさんありますが、その最大の問題の一つは英語

教育です。英語教育における現在の、特に工学系

の英語の先生について考え直すことが必要です。

できれば、そこの先生は、エンジニアリングオリ

エンテッドベースのネイティブを多く雇うのが一

番いいと思います。そこで何を教育するか。四つ

あります。一つはＦａｓｔReading、第二がTechni-

calWriting､第三がPresentation､第四がDebat-

ingです。ドラスティックに英語教育を変えていか

なかったら絶対に日本は、グローバルな世界の中

で取り残されるでしょう。台湾、韓国、香港、シ

ンガポール、マレーシアの中心的な研究開発のグ

ループの言葉のスタンダードは英語です。

５日前、会津大学に、ヨーロッパを中心として、

開発途上国からの方が多かったのですが、大使と

公使が来られました。ＥＵの話をいろいろしたの

ですが、ＥＵの中で、英語が完全に国際標準語と

して認められるかという質問をしたら、それは難

しい、駄目でしょうと。ヨーロッパには、フラン

ス語があり、ドイツ語がある。そういう意味では

アジア地域は大変いいと思う。要するに、英語が

国際標準の言語ということに関してはコンセンサ

スが取れていますので。だからヨーロッパには負

けない環境をアジアはつくれるという気がしてお

ります。

次の問題は、国際的なオープンマーケットに対

する考え方です。こういう環境の下でどのような

プロダクトを、どういうふうにつくるか。一つの

Z６

大きい問題は、デファクトスタンダードをどうす

るか、このための戦略です。一村一品運動という

のがあります。少なくとも一つの事業者、一つの

企業が、絶対これは世界に通用する標準を提案す

る。つまり、一村一品運動をやって欲しいと思い

ます。

第二は、カリスマ性のあるリーダーが必要で

しょうoJavaのマクネリー、あるいはビル・ゲイ

ツ。彼らは世界を飛び回っている、伝道師として。

彼等はビジネスマンとして飛んでいるのですが、

ある意味でこれは自分たちの仕事のための伝道師

です。このような人が日本から出なければ駄目で

はないかと思います。ご存じのように、ＮＴの技

術、ウィンドウズの技術は、技術的に見てすごい

かというと必ずしもそうではない。だけど世界を

席巻しているわけです。これは宗教と同じかもし

れません。

次に、別のＩＴの戦略について考えてみたい。

先ほどＱｗｅｓｔのお話を申し上げました。こ

の企業の戦略の一つがＭ＆Ａ（合併。吸収）です。

Ｍ＆Ａをやらない限りＩＴの企業は駄目です。幾

らその会社に力があっても、いろいろな新しい技

術が生まれてくる中で戦に勝つためには、トップ

のベンチャーを食わないと競争に勝つことは難し

いｏ

次に、ベンチャー育成の問題についてお話しし

ます。

ベンチャーの端的な例がシスコです（図表16)。

なぜシスコがうまくいったか。それは新しいコン

ピュータネットワークの世界における情報交換の

コンセプトに基づいた企業戦略があったからです。

専門的に言えばコネクションレスの分散環境にお

ける、スイッチングの技術開発です。従来、コネ

クションオリエンテッドの交換器の技術について

は、日本はＮＴＴを中心に冠たる技術を持ってい

たわけです。しかしながら、分散環境のもとでコ

ネクションレスの技術に関してＨ本は注意を払っ

ていなかった。それがシスコをして名をなさしめ

てしまった。このように、ベンチャーは基本的に

従来のメインのストリームの間からたくさん生ま

れてくるわけです。ベンチャーはいち早く、これ

を見つけ、国際的なプロダクトとして開発をして

Ｐ，

〆吏、
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ベンチャーの育成

Ciscoの例

ConnectionOriented交換機

データ通信(Connectionless）

Intemetの爆発的普及

図表1６

Ciscoの成功

ベンチャー起業の背景
・社会が急激に発展

・新たに要求される技術の研究開発の過程でのみベンチャーが生まれる
・自己保有技術･製品に関するマーケッティング機能
･研究開発スピ

いくのだと思います。

ベンチャー育成の上で、日本は大きく欠けてい

る問題が二つあります。

‐一つはファイナンスです。日本ではなかなかベ

ンチャーキャピタリストがいない。地方のある地

域でベンチャーキャピタルの獲得は難しい。投資

として考えてくれれば良いと思うのですが。

次の問題は、マーケッティングです◎今の日本

のベンチャーにはマーケットの考えは少ない。材

料の世界は別ですが、システムインテグレーショ

ンを含めたアプリケーションオリエンテッドの世

界におけるソフトウエアパッケージをつくってい

る世界の中で、マーケッティングがなければ成功

しない。勿論このような考えは大学には殆どあり

ません。産業界で十分にカバーしていただけると

大変ありがたいわけですが、それが今ない。だか

ら、日本のベンチャーの成功は国際的にみて大変

です。つまり、インターナショナルに通用するプ

ロダクトを作れるかという意味でです。当然潰れ

る企業も多いのではないかと思います。ベン

チャーの育成をどうやるかが一つの大きいテーマ

です。

地方から見たとき、ベンチャー育成のスキーム

について､一つの考え方があります(図表17次頁)。

それは「国のプロジェクトを取ってくる｣。取って

ツチ脹業

メイン産業

くるには、単に普通のプロポーザルを書いても絶

対に通らない、十何倍の競争率ですから。通すた

めには、地方の企業の方が中心になって大学と提

携し、共同で提案書を書くことです。提案書を書

くノウハウは大学の先生が持っている。幸か不幸

か、プロジェクトに対しての提案の評価、査定す

るメンバーは今は大学の先生が多い｡割合通る、う

まく書けば。そのノウハウは大学が持っているの

です。だから、上手に大学の先生を使いなさいと

言っているのです。要は、国の金を持ってきてベ

ンチャーをスタートアップすることです。会津大

学も今やっています（図表１８次頁)。

今後の戦略には､いろいろなことがありますが、

賎も重要なのがトップダウンによる政策集団の構

築です。もう一つは新しい本格的な国立研究所の

設立です。これから一つの国立研究所がスタート

することになると思いますが、これが成功するか

どうかは極めて重要な問題です。勿論、今後の問

題として､大学制度の抱えている問題もあります。

しかし、これ以上は申し上げません。

妓後になりますが、結論として、今後の戦略の

一つの括りとして次のことが言えます。先ほどお

話しした情報家電の例にもありますように、日本

が絶対に強い二次産業を徹底的に強くすることが

第一です。そのための情報化投資を思いっきりや
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図表１８

ベンチャーの育成 図表１７

すごいマーケットを持っている。だから、これを

仕掛けない方はない。これをうまくしなければ２１

世紀もまたアメリカ型の流れの中で埋没されてし

まう。大変きついけれども、第三の極を本当につ

くる努力をしなければいけないと思います。２１世

紀においては恐らく５０％近いビジネスマーケット

をアジア地域は持ち得るのですから。

独断と偏見の話で恐縮でございますが、以上で

私の話を終わりにしたいと思います。ご清聴あり

がとうございました。（拍手）

司会先生どうもありがとうございました。そ

れではディスカッションに入りたいと思います。

きょうは、野口先生、終わりのほうをはしょら

れたので、最後の提言のほうが少しわかりにく

かったような気もするんですけれども。

野口国家戦略というのを我々はつくらなけれ

ばいかんだろうということが一つです。そのつく

り方として、これはプロの集団でつくらなければ

駄目です。ただ単に大学の先生とか会社の社長さ

んを集めて委員会を作るのなら、絶対それでは機

能しない。そのために思い切って、しかるべき有

用な人間を登用しないといけない。年俸2,000万

でも3,000万でも出して、３年間なら３年間の時

限で徹底的にやるような仕掛けをやっていくしか

ない。

また、インプリメンテーションの仕掛けをつく

１８

＜ベンチヤーサポーティングシステム＞

国家プロジェクト’

るしかない｡これをベースに戦略をつくっていく。

第二はＩＴ、特にインターネットの世界におけ

るビジネスロジックのつくり方についてです。イ

ンターナショナルに通用する新しいコンセプトを

作り、その上で社会システム構築のアクションプ

ログラムをつくっていく。これが当面我々がしな

ければいけないテーマと思います。これは新しい

第三次産業の誘引です。

第三は､国際的なアライアンス構築の問題です。

問題はこれをアジアを中心としてできるかです、

大変だと思いますが････さっきお話ししましたよ

うに、台湾にしてもシンガポールにしても香港に

しても韓国にしても、夫々はシリコンバレーの出

張所みたいなものです。そこで日本が提案するか

どうかは別として、第三の極をアジアにつくれる

か。考えてみれば当然です。アジアは２１世紀には

立
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るには、その実行プランを各省庁横断型の仕掛け

を作って頑張らないと駄目では購いかと思うので

す。それは内閣直轄くらいでやっていかなかった

ら､進まないのではないかという気がするのです。

第二は大学の大改造です。これははっきり言っ

て、いまいる先生がいる限りなかなかできないで

す。定年で辞めたらまた同じような新しい人が

入ってくるから、いまいる人でやろうと思っても

できないです。例えば日産のように他国から有用

な人が来て、ガチーンとやれば企業はできますが。

森英夫いろいろ教えていただきましてありが

とうございます。

幾つかあるのですが、やっていると全部私が時

間を取ってしまうので､一つか二つお伺いします。

私は国立研究所が長いのですが、米国のＦＦＲＤ

Ｃ機関38の内１５が情報技術の研究所というのは、

そんなにあるというのがちょっと分からないんで

すけれども。その中に、一部情報をやっていると

ころがあるということなら分かるけれども。

野口この統計、宮部さんわかりますか。いま

森さんがおっしゃっているとおりだと思うのです。

全てがＩＴの技術をやっているわけではないと思

いますが。

宮部(専門委員）このデータは慶応大学の土居先

生が現地の方にお聞きして入手されたということ

です。多分、いま先生の申されたように、全てが

情報処理だけをやっているということではなく、

その一部がやっているというのも含んでいると思

います。

森すべては覚えてないんですけれども、アメリ

カが出したドクターでどういう卒業生が多いかと

いうと、実はビル・ゲイツのような人がたくさん

大学を出ているんだろうと思って伺ったらそうで

はないんですね。一番多いのはソシアルサイエン

スで、それからサイコロジーです。ですから、イ

ンフォメンシャルなカテゴリーが少なくて、幾ら

足してもそんなに多くない。ほとんどがソシアル

サイエンスです。そういうのがないと、先生が講

演の後で言われたような政策ができないと思うん

です。いま日本は特に、政策に、例えば財団とか

大蔵省が金を出さないですから。手伝えば出すけ

れども、政策そのものに出さない。手伝いだけし

ろ、データを集めてこいと。本当の政策というの

は日本ではほとんどやらない。ですから、１０年ぐ

らいしたら､できる人が出てくるのではないか｡某

政策大学院大学でやっておられますけれども、多

分、１０年ぐらいたったらそういう人が集まってで

きる。だから、エリートをつくるのも政策をつく

るのも、社会の変化の時間を入れないと、目標だ

け出てても、実際にいつ実現するかというのが出

てないと政策にならないと思います。

野口それはおっしゃるとおりです。

ＩＴというのはまずインフラです。これには、

ソーシャルサイエンスの卒業生も絶対必要でしょ

うね。股も重要なのは、例えばファイナンスにし

てもロジステイクスにしても、そのキーのノーハ

ウを持っている人間が来なければ駄目です、政策

集団をつくらなかったら駄目だと思います。

森私は前から、ソシアルサイエンスのドクター

をもっと出したらどうかという話をしますと、出

ても就職先がないというんです、日本では。です

から結局は、もっと極端に言うと、日本の社会が

そういうのをあまり要求してないと。したがって

大蔵省主計局もそういうのには金を出さないとい

うような日本の社会の中で、どうやっていくかと

いうことが我々のいま一番大きな問題ですね。そ

こを何とかする知恵がないと、あるいはアイディ

アがないと、時間が相当かかるでしょう。極端に

言うと私は50年くらいかかるのではないかと思っ

ています。

野口今の大学機構の中では大変難しいと思い

ます。むしろ、外に全く新しい大学をつくるくら

いの気持ちでやらなければならないでしょうね。

森大学で問題なのは講座制ですね。講座制が駄

目だということが前から言われていて、いまだに

直らないのは、どうして頭のいい先生方がやらな

いのかと思って。

野口講座制が全て悪いとは思わないです。教

授になって講座制の教授になったらこんなにいい

世界はないです。すべての権限を持っていますか

ら。一寸逆説的にいっていますが（笑)。

大講座制、これまた問題です。つまり、大講座

というのはもちろんあるわけです、一人一人の先

生の独立でやりなさいと。講座は、教授、助教授、
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講師､助手でワンセットですね｡そうでなくて､教

授、助教授は全部イーブンでやったらいい。これ

は一つの大講座制ですが、それもうまくいかない

です◎

森前は、講座をつくらないでやったというよう

な実験例もあるわけですね。でも、筑波大学は講

座制でなくてやったんですが、筑波大学がどう

だったかという報告は全然我々は受けてないです

ね。ただやったけれどもというような調子で。あ

あいう尻切れトンボになっていると、社会実験と

いうのはうまくいかないですね。

辻井重男中身の話は大変すばらしい話で、ここ

に出席されている皆さんはおわかりだろうと思う

のですが、こういうすばらしい話を実行するため

には国会議員とか、行政のトップの方とか、そう

いう方に是非話を聞いていただきたいということ

をつくづく思いました。

国会議員も、最近は理工系の人が随分増えてい

まして、その影響で、ある省なんかも、総務課長

など、いままで文系しか就けなかった部署に技術

系の人が就いたりしています。自民党の方もわり

といますけれども、朝早く勉強会をやったりして

いますので、チャンスをつくって、例えば野口先

生なり、行政への報告をお願いできるといいので

はないかと思うのですが。

野口どうもありがとうございます。いろいろ

チャンスをつくっていただければ､いつでも、ワー

キンググループのメンバーとしてお邪魔してお話

しさせていただきたいと思っています。

植之原道行先生のお話の中で、人材不足で、Ｉ

Ｔ技術で一番中心となる人材は、やはりいまの大

学院の年齢層が中心だということをおっしゃいま

したね。私もそのとおりだと思います。

しかし、日本の今の制度ですと、大学院学生が

親の腔をかじるか自分の研究に関係のないアルバ

イトをしなければ学業が続けられないという状態

では、人材は集まらないと思うのです。だから私

は前々から言っているのですけれども、アメリカ

のリサーチアシスタントかアソシエイトみたいに、

研究識から、大学院学生に給料を払って、生活で

きる状態で、本当にいい研究をしてもらうという

ことをやらない限り、人材･は育たないし、必要な

２０

量は確保できないと思っております。それを何と

か変えなければならないということはいろんなと

ころで､多くの人にも言っているのですけれども、

公務員制度の制約の中で一歩も前進しないという

状況なんです｡この機会に､大変な問題意識を持っ

ているのだから、それをバチッと提案の中にぜひ

入れてほしいと思います。何とか、難しいけれど

もこれを突破しない限り前進はないと思います。

産学協同の人材のモビリテイーを増やすというこ

とも､いまの公務員制度の大きな壁に阻まれて､と

ても前進は難しいと思います。

特殊行政法人化ということで、うまく利用され

ればすばらしい前進になると期待していたのです

が、蓋をあけてみれば、相変わらず公務員は継続

すると。一番あってはならないものを最優先に継

続するということを挙げられてがっかりしていま

す。その辺を、この機会に提案として入れられた

らいいと思います。議員の先生たちとか、方々の

人に読んでいただいて、何とか、議員立法でもい

いから突破口を開くようなことをやってもらわな

いと、せっかく皆さんが努力されたすばらしい貴

重な研究の効果はまたまた上がらないで、棚上げ

になってしまう可能性がありますので、その辺を

考慮していただきたいと思います。

野口ありがとうございます。金銭面とカル

チャーの問題があろうかと思います。まず、金銭

面の問題ですが、大学院の学生はいろんな方法が

あり得ます。インターンシップで本当の意味の協

力関係ができます。学生に企業が金を払えばよろ

しいんです。問題は、助教授、講師なんです。そ

の人を引っ張り込むためには、制度的な問題がい

ろいろ出てきます。それから、カルチャーの問題

ですが、大学院の学生さんは必ずスーパーバイ

ザーがいるわけでしょう。その先生がなかなか放

さない。本当は、我々の希望としては、日本中で、

ある分野で優秀な人がいたら一本釣りで集めたい

わけです｡例えば年俸､大学院の学生ですから４００

万か500万出せばいいと思うのですが。それでは

いろいろフリクションが出るでしょうね。なんで

うちのいい学生をただで使うんだと。ただではな

いんだけど、先生から見ればただで使うことにな

りますから。そういう意識改革も大学がしなけれ

ー、

”亀騎
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ぱいけないと思います。

植之原研究費から給料を払って、学生が研究で

きるという格好になれば、管理能力、マネージメ

ント能力のある優秀な先生のところには方々から

研究員が入って、どんどん優秀な人材が集まって

くれば､おのずから､駄目な先生は出て来てもらっ

ても結構だし、かえって何もしないで、定年まで

好きなことをやっててもらった方がいいと思いま

すのでね。学生も、大学院の学生、博士課程の学

生を一人も持たない。そうすると優秀な人材を潰

さないで済みますから（笑)。

野口わかりました。

永野健きょうは本当にいいお話がたくさん

あったのですが、最後の一番のインプレッション

は、ちゃんとしたリーダーがいなければいかん。

ちゃんとしたリーダーがいれば、大学の先生であ

れ、民間の先生であれ、違う結果が出るわけない。

そう私も思うんです。ところが、大学というもの

があり、業界があり、マーケットがありというの

を図で書いてありますけれども、あれは必ずしも

そうではないのではないか。私は最近、ある本を

見ていましたら、非常に心打たれるような言葉が

ありました｡｢伝統は宿命ではない｣というのです。

ところが、いわゆる伝統を、各大学でも、あるい

は会社でもそうですが、宿命のように感じてしま

うんですね。だから、自分は伝統から一歩引いて、

冷静にそれを解析し、自分の知識の一つとして新

しい伝統に向かっていく。こういう気持ちを一人

ひとりの人が持てば問題はないですけれども、同

じ人間が大学に入ったら､運が悪くて､片方に行っ

たらもっと運が悪いかもしれませんけれども、

入ってしまったらもう、これは大学の人、これは

会社の人、そうなるところはちょっと間違いでは

ないかと思うんです。

もっと広い気持ちでやりませんと、日本は

ちょっと追いつきませんですね。というのはアメ

リカはとにかく、いろんな国の人を区別しないで、

｢米国はこう」と。先生のご説明もそうです。例え

ば日本のソニーの人が出ていってどうのこうのと

言うと、あれはアメリカがやったことになるのか

日本がやったことになるのか私は知りませんけれ

ども、そういうことの問題なしに、いわゆる伝統

にとらわれずに。宿命ではないんです。そういう

自由度を持つことが一番大切かなという気が、

きようお話を伺っていたしました。

野口どうもありがとうございます。

城水元次郎問題点を非常に的確にまとめられて、

大変ありがとうございました。どこからどう手を

つけていくかというのが問題だったような感じが

するのですが、先生が直接には触れられなかった

ことに関しまして、これからの討議の中で加えて

いただけたらいいかなと思っているのですが。

さる新聞で、有名な大学の先生が話している中

で､産業のソフトウエア化というお話があって､産

業のソフトウエア化という話と、サービス産業の

交流というお話が、その先生のお話では混線して

いたんです。何故混線しているのと思って見ます

と、ソフトウエア産業というのはサービス産業な

りやという話になってしまうんです。日本の産業

分類を見ますと、ソフトウエア産業というのは

サービス産業の中に入っているのです。だけど本

当にそれでいいのだろうかという気がするんです。

というのは､いまのソフトウエア産業のほうは､人

材派遣業みたいなソフトウエア産業もたくさんあ

りますけれども､黒字を上げているところは､ちゃ

んと製品を持って、その製品が再製造されて、堂

産されて商売になっている。つくっている物が

ハードとソフトの違いだけであって、これをサー

ビス産業と見るのがいいのか、製造業として見る

のがいいかという話があると思うのです｡どうも、

銀行屋さんから見ると、ソフトウエアハウスとい

うとサービス産業になってしまう。ソフトウエア

をベースにした製造産業というものはこれから増

えていくと思うのです。ソフトウエアハウスを製

造業として見るか、サービス業として見るかとい

うことをクリアにしないといけない。

産業の利益の出し方から何から含めて、変わっ

てきている気がするんです。ところが、日本の産

業分類を見ますと、出版業は製造業の中に入って

いるんです。非常に奇異に感じますね。出版業が

製造業に入っていて、なぜソフトウエアハウスが

サービス業になっているのか。昔は、データベー

スを提供するような形の、コンピュータを貸すと

いう形の産業だったと思うのですが、今はそうで
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はな〈て、アメリカの経済を今支えている相当の

部分がコンテンツ産業であるわけです｡だから、コ

ンテンツ産業の中にはビデオの制作部門も入りま

すから、それも含めて、ソフトウエア産業がソフ

トとして製造業の中にはっきり入ってくる形にし

ないと、統計からおかしいし、これから物の輸出

入の話になりますと、入関だの税関を通る形だっ

て変わってくるわけです。

そういうことを含めて、ソフトウエア産業のあ

り方はどういうものだという、日本流に書き直さ

ないといけない。ソフトウエアに多少関係してい

る人たちはわかっていますけれども、概念が狂っ

たまま、実態をつかまないままやっていると、そ

ういうことでない一般の方からすると、飲食店と

同じようなサービス産業というふうに見ていたの

では、全然認識が変わっている。２１世紀はむしろ

ソフトウエア産業が発達する時代だという認識か

ら見たら、勉強の仕方が変わらないのではないか

という気がするのですが、いかがでしょうか。

野口多分、分類した人がよくわからずにこう

したのではないかと思います。－つ、わかりやす

い例を申しますと､情報家電の世界で､それを作っ

ていく中で当然ハードウエアデバイスが必要です

が、そこにオペレーティングシステムが組み込み

で入ることになると思います。組み込み型のＯＳ

まで含めたものは、見方によってはハードウエア

デバイス的な発想があっていい。現在、この世界

はどうなるか。脱線しますが、いまトロン（ＴＲ

ＯＮ）のプロジェクトがあって、ＩＴＲＯＮ（イ

ンダストリアルトロン）プロジェクトは幸いにし

て情報家電の30％から40％のマーケットシェアを

取っています、日本の中ですけれども。この世界

というのはある意味ではハードウエアに繰り込め

る世界かもしれない。その上に乗っていくミドル

ウエアの世界から上は、ソフトウエアとして区別

するような見方もあるのではないか。個人的な見

解ですが。そうしますと、あるレベルのソフトウ

エアが組み込まれたレベルのものは、従来型のカ

テゴリーから言えば、ソフトウエア的なものにし

ても、広いハードウエアカテゴリーというような

見方の括りもあるのではないかという気がいたし

ます。

２２

問題はしかし、これからのビジネスマーケット

の巨大なフィールドは、恐らくさっき言ったコン

テンッです。その中におけるＩＴの世界から見た

新しい産業プロダクトをつくっていくような話と

いうのは、これは一つのソフトウエア産業だと思

うんですけれども。お答えになっているかどうか

わかりませんが。そういう意味で言いますと、も

う一回きちっとその辺は整理し直す必要があるこ

とは確かだと思います。

大須賀節雄私は、今年は真面目なメンバーでは

なかったですけれども、メンバーの一人なので、

きょうは発言を控えようかと思ったのですが、大

変重要なご指摘があったので、一言お話しさせて

いただきます。

私も実は野口先生の前、２年間この報告書を出

させていただいて､多少検討したのですけれども、

今日の発表、今回の報告の中で一つ欠けていると

ころは、その後私がいろいろ考えてみて、いま本

当に日本で必要なのは何かというと、アイディア

がないということなのではないかと思うように

なったんです。アイディアがないというのは、本

当にアイディアがないわけではないんです。アイ

ディアを、野口先生のお話でJavaの話が出ました

けれども、あれをつくった人が「これはいいから

使ってみてくれ」というレベルに至るまでに、ア

イディアを出してからここに至るまでにどれだけ

の努力を払ったか。これを払わない限りは、絶対

に人に見せられないですね。

ところが今の日本では､アイディアはあっても、

それを水面下でものにする組織が全然できない。

先ほどの、お金の使い方もそうですけれども。今

の官は一生懸命お金を出すが、少なくとも情報技

術に関して、あのお金の大半は無駄です。もらっ

てもしょうがないです｡ただ忙しくなるだけです。

なぜかというと、あのお金は、水面下の活動に使

えないシステムになっている。あのお金で、多く

の場合は、これはいろいろなカテゴリーがあるの

ですが、そこで人を雇ってソフトウエアをつくっ

て、自分で使うことができない。そういうところ

に問題があるので、刺激的な言い方をすれば、こ

んなお金は無駄ですということを報告書に入れて

ください。

匡罰

〆ｰ雨
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それと、今のところ我々の一番大事なのはアイ

ディアをものにするプロセスが欠けているという

ところに-一番大きな問題があって、そのアイディ

アを、単なる思いつきから、本当になるところま

でやってみなければできないアイディアというの

があるんです。だから、この部分が抜けている以

上、日本からアイディアが出ないのは当然なんだ

ということです。

もう一つは、今日の野口先生の発表の中にあっ

たと思いますけれども、誰かの発言で教えられた

ところがあって、アメリカの心理学者に聞いたわ

けです。大統領の諮問委員会がアメリカが情報技

術において世界のリーダーシップを取るために、

どこに一番投資をするかという報告で、いろいろ

報告書が出たと思いますけれども、あの中で、コ

ンピューティングという言葉が出てきたと思いま

す。これは、情報技術と、周辺のハードウエアと

いってもコンピュータのハードウエアばかりでは

なくて、例えば周辺の機械とか、あらゆる周辺に

コンピュータが入り込んだ、そこのソフトウエア

技術が非常に重要である。こういう指摘があった

と思うのです。そうすると、その技術はサービス

産業とはまるっきり違うんです。ソフトウエア技

術というものがそういう面で発展すると完全に技

術の分野なんだということの認識を確立しない限

り、どういうソフトウエアをつくったらいいかと

いうアイディアも出ないし、またそのアイディア

を育てる制度もないのが現状です。これをどう

やって改善していくかというのがこれからの基本

だというふうに私は感じるのですが。

片岡宏文私はこの分野については非常に不勉強

ですが、いま、たまたまここにも出ていますけれ

ども、「アジア地域をＩＴの第三のＰｏｌｅに」とい

うご提言に対しては、心情的には非常に賛成とい

いますか、そういうふうになってほしいというふ

うに思うのです。まさに今のところアメリカが

リーダーシップを取りながら、いわゆるＩＴのグ

ローバルスタンダード化というのが世界中を酒々

と巻き込んでいるような気がします。ある歴史的

な時間単位で見れば、当然そういう経過があって

いいんでしょうし、自然の成り行きのような気も

するのですが、人類全体がそういう方向にホモ

ジーニアスになってしまうということが、本当に

長期的にいいのかという点では、やはり第二の

Pole、第三のPoleがあるべきではないかという気

がしています。その場合に、アジアを第三のPole

にしてみようという、その考え方の背欺に、例え

ばアジア人としてのものの考え方、あるいは文化

の共通性みたいなことを前提にしてご提案になっ

ていらっしゃるのか、第三のPoleにという背景の

ところをちょっとお話ししていただけるとありが

たいのですが。

野口それはまさにアジアの持っているカル

チャーがベースなのです。これはユニフォームで

はありませんで、ＥＵのような場合と違うと思う

のです。韮本的には、彼らはキリスト教主義を中

心としたカルチャーを持っていて、それがＥＵを

つくっていたプロセスですが、アジアの場合はそ

れがない。しかし、過去3,000年から5,000年の

歴史をそれぞれ持っているわけです。そのカル

チャーが、２１世紀のある時期において、多分後半

になると思うけれども、世界の中の顛要なコンセ

プトになっていくような気がするんです。そのと

きには多分アジア地域は、日本が中心かどうかは

別としても、世界を引っ張っていくチャンスはあ

り得ると思うのです。しかも、その大きいバック

グラウンドは、やはりビジネスマーケットの大き

さだと思うのです。

ただ、今この戦略を考える人は誰もいないんで

す。我々は死んだ後の世界になるとは思うけれど

も、しかし、その橋渡しは今からしていかないと

いけないのではないか。絶対、カルチャーを除い

ては立ち行かないし新しい技術はないと思う。技

術だけではないです。

柏木寛最近、情報通信産業のお話を伺うこと

が大変多いのですが、これだけ実質的に、深みの

あるお話を聞かされたのは初めてでございます。

実は先ほど来、政治だとか経済との絡みのお話が

出ておりましたけれども、どうも、その手の講師

の方は、極めて軽薄なタッチでやってくださると

受けがいい。どうも、実のこもった技術的な話に

深く踏み込むとあまり評判がよくない。それで

どっちがギャラを稼いでいるかというと、上滑り

な評論をやっている方のほうが野口先生より上を
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取っています（笑)。大変矛盾した感じを受けてい

るので、ぜひ、この際お伺いしておきたいのです

が、一つは、市場とかマーケットの話が出てまい

りました。これが実は、私機会があったらいろん

な方に聞いてみたいのですが、一体市場ってどう

やって測るんですか。マーケットまたはニーズっ

てどういうメジャー（尺度）で、どういうふうに

計測するんですか。それが分からないで、それで

しかもこういうふうに政策提言をやるということ

になってしまうと､何か､その辺のところのメジャ

ラブルな何かがあるのかどうかというところをぜ

ひ、今後ご検討いただきたいと思うのです。そう

しませんと、結局のところ、相手がわからないで、

何か技術論というか、技術者の身勝手な議論を

やっているだけじゃないかという目で見られるき

らいがございます。

そんなところをご注意いただきたいのと、もう

一つ、先生のお話の中で、ＸＭＬだとか、Javaだ

とか、ソフトウエアのお話を伺ったとき、大体こ

んな形でいくよという、そういう大きなトレンド

がつかめない。いつひつくり返るかわからないと

いう不安感を抱きながら伺わせていただかなけれ

ばいけないというのが、大変いままでのハードウ

エアの世界とは違っておりまして、その辺に不安

を感じるものですから、ぜひ、ソフトウエアの話

のときに、学問的で結構ですから、推奨できるも

の、そうでないものというのが分けられるかどう

か私はよくわかりませんけれども、分けられるも

のであればその辺を峻別してご紹介いただけると

大変わかりやすいと思うのです。

最後に、日本が世界でのリーディングポジショ

ンを取るための技術開発戦略のあり方というのを、

最初にお話になっていたと思うのですが、私遅れ

て来ましたので、もう一度、ポイントはこういう

ことですということを。

野口すべてに対して日本はリーディングポジ

ションを取れないけれども、少なくとも、ある分

野に関してはドミネートできるだろう。

柏木その得意な分野として切り出せるのはど

の辺かということです。

野口それは情報家電です、当面のバトル

フィールドは。というお話を申し上げたのです。

2４

いま柏木さんが言われた、例えばアメリカで出

ているソフトウエアパッケージの量とか何かは、

確かに、おっしゃるように調べなければならない

わけです。どのくらいビジネスマーケットを彼ら

は持っているか。これは当委員会ではそこまで調

査するお金がないんです。本当はシンクタンクを

使わせていただいて、そこへある程度のお金を投

入できれば可能なんですが。一番我々の欲しいの

は、本当にアメリカがいま繁栄している根幹は何

かをサーベイしたいのです。本当に彼らが稼いで

いるのは、さっき簡単に、一つは金融の世界と申

し上げたけれども、その実態をもっときちっと分

析する必要があると思います。

制度はいまどうなっているのか。例えば二次産

業はどこまで復活しているのか。なぜそうなった

のか。それはＩＴとどういうふうにつながってい

るか。その辺のサーベイをやるにはもうちょっと

パワーとお金が要ります。しかし、これはしなけ

ればならないと思っています。おっしゃるとおり

です。

司会そろそろ時間がまいりました。

先生のご発表に対して、反対というより、むし

ろもっとこういうことをというご意見､それから、

普段からお考えになっているご意見というのが多

かったように思います。大変大きな問題でござい

ますけれども、ぜひ、ＷＧで後の正式報告までに

取り込みまして、柏木さんの政策委員会でもまた

ご批判いただいて、立派な提言にしたいと思いま

す。また、この機会以外にも工学アカデミーの中

で議論しておりますし、直接委員におっしゃって

いただいても結構でございますので、どうぞ、皆

様からご支援を賜りますようお願い申し上げます。

それでは、きょうはこれで終わりにさせていた

だきたいと思います。どうもありがとうございま

した。（拍手）

〆窺

属望s､
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